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Toward a Harassment-Free Society:




















































































































































































































































































































































































































































































































































































トマンのインスタグラム投稿「Everyone’s resolution for the 
year: No more accepting sexual harassment and inequality at 












































 h t t p s : / / w w w. s a n ke i . c o m / a f f a i r s / n e w s / 1 8 0 4 1 9 /
afr1804190006-n1.html 
 4月20日付読売新聞社説「問われる人権配慮と報道倫理」
（最終閲覧日2018年10月25日） 
 http://editorial.x-winz.net/ed-92697 （最終閲覧日2018年10
月25日）
 15） イギリスでは、公益性がある、録音や録画が行為を証
明するのに必要、などの条件を満たせば、隠し撮り
（Secret Recording）を公表してもいいという基準がある。 
16） さらには、公益通報者保護法に均等法違反の外部通報
の保護を明確に盛り込む必要があるとの指摘も多い。小
林基秀新聞労連中央執行委員長も、今回の財務省事務次
官のケースでの録音は、公益通報に当たるとの見解を示
している。
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